
基礎年金国庫負担割合の引上げとその道筋基礎年金国庫負担割合の引上げとその道筋

【年金制度改正法附則第16条】　　　　　　　　　　　　　　　
　特定年度（国庫負担割合が２分の１に完全に引き上げら
れる年度）については、平成19年度を目途に、政府の経
済財政運営の方針との整合性を確保しつつ、社会保障に
関する制度全般の改革の動向その他の事情を勘案し、所
要の安定した財源を確保する税制の抜本的な改革を行っ
た上で、平成21年度までのいずれかの年度を定めるものと
する。　　　　　　　　　　

＜平成16年度与党税制改正大綱＞　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
平成19年度を目途に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に
要する費用の見通し等を踏まえつつ、あらゆる世代が広く公平に負担
を分かち合う観点から、消費税を含む抜本的税制改革を実現する
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21まで（平成年度）

平成16年度税制改正に
おける年金課税の適正化
による増収分を充当

【年金制度改正法附則第15条】　　　　　　　　　　　　
　平成１７年度及び平成１８年度において、我が国の
経済社会の動向を踏まえつつ、所要の税制上の措置
を講じた上で、別に法律で定めるところにより、国庫負
担の割合を適切な水準へ引き上げるものとする。

＜平成16年度与党税制改正大綱＞　　　　　　　　　　　　　　　
平成17年度及び18年度において、わが国経済社会の動向を踏
まえつつ、いわゆる恒久的減税（定率減税）の縮減、廃止とあわ
せ、三位一体改革の中で、国・地方を通じた個人所得課税の抜
本的見直しを行う。これにより、平成１７年度以降の基礎年金拠
出金に対する国庫負担割合の段階的な引き上げに必要な安定
した財源を確保する。

平成16年度：272億円　　
平成17年度以降：拠出金
　（給付費）の11/1,000　　
　　　（1,600億円程度）

平成17年度税制改正に
おける定率減税の見直し
による増収分から充当

＜平成17年度与党税制改正大綱＞　　　　　　　　　　　　　
平成16年度与党税制改正大綱の考え方に沿って、平成
17年税制改正において、定率減税を２分の１に縮減する。
平成18年度においては、わが国経済社会の動向を踏まえ
つつ、いわゆる三位一体改革の一環として、所得税から個
人住民税への本格的な税源移譲を実現し、あわせて国・地
方を通じた個人所得課税のあり方の見直しを行う。

平成17年度：1,101億円　
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適切な水準へ引上げ

16 17 18 19目途



平成１６年度税制改正大綱（抜粋） 

（平成 15年 12月 17日自由民主党・公明党） 

  

 

１ 平成 16 年度税制改正において年金課税の適正化を行う。この改正により確保される財

源は、平成 16 年度以降の基礎年金拠出金に対する国庫負担の割合の引上げに充てるもの

とする。 

２ 平成 17 年度及び平成 18 年度において、わが国経済社会の動向を踏まえつつ、いわゆる

恒久的減税（定率減税）の縮減、廃止とあわせ、三位一体改革の中で、国・地方を通じた

個人所得課税の抜本的見直しを行う。これにより、平成 1７年度以降の基礎年金拠出金に

対する国庫負担割合の段階的な引き上げに必要な安定した財源を確保する。 

３ （略） 

４ 平成 19 年度を目途に、年金、医療、介護等の社会保障給付全般に要する費用の見通し

等を踏まえつつ、あらゆる世代が広く公平に負担を分かち合う観点から、消費税を含む抜

本的税制改革を実現する。 

 

平成１７年度税制改正大綱（抜粋） 

（平成 16年 12月 15日自由民主党・公明党） 

 

（略）平成16年度与党税制改正大綱の考え方に沿って、平成17年度税制改正において、定

率減税を２分の１に縮減する。なお、今後の景気動向を注視し、必要があれば、政府・与党

の決断により、その見直しを含め、その時々の経済状況に機動的・弾力的に対応する。 

(略) 

１．国・地方を通ずる個人所得課税 

  平成 16 年度与党税制改正大綱の考え方に沿って、平成 17 年度税制改正において、定率

減税を２分の１に縮減する。平成 18 年度においては、わが国経済社会の動向を踏まえつ

つ、いわゆる三位一体改革の一環として、所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を

実現し、あわせて国・地方を通ずる個人所得課税のあり方の見直しを行う。 






